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自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討について（意見具申）の概要 

ユーザー 解体業者 

 
破砕業者 

 

自動車メーカー 

指定法人 
新車購入時にリサイクル料金（約１万円／台）を預託 シュレッダーダスト等のリサイクル料金

を支払う 

あるべき姿として、使用済自動車の発生抑制、持続的・自律的なリユース・リサイクルの推進、不法投棄の未然防止が図られたシステムを目指す 

引取業者 

 （ユーザーとの接点） （部品リユース・有価資源回
収・フロン類回収等を実施） 

（金属等を回収） 

（鉛、臭素系難燃剤等の有害物質を
含有するシュレッダーダスト等を無
償で引き取り、再資源化を実施） 

（リサイクル料金の管理・運用） 

中古車輸出（128万台） 

廃車を売却 
（333万台） 

売却 売却 

（再生材の需要と供給の拡大） 
 再生資源の活用について、国と関係主体が連携して、制

度・品目の枠を越えた視点で需要面・供給面双方からの
課題解決方法を検討

 再生資源等が多く使用され、環境性能の高い自動車（エ
コプレミアムカー）のリサイクル料金割引制度を検討

（リデュース・リユースの推進） 
 リユース部品の利用について、国と関係主体が連携して、

メリットの検証・ユーザーへの情報発信を実施し、リ
ユース部品を活用した修理・整備を推進

（環境配慮設計の推進とその活用） 
 ユーザーに対する効果的な情報発信等につい

て検討し、環境配慮設計の進んだ自動車の選
択を促す措置を実施。例えば、容易にリユー
ス・リサイクル可能な部品や素材を用いた自
動車についてリサイクル料金に反映していく
ことを検討

（リデュース・リユースの推進） 
 リユース部品の利用促進に向けて、部品の規格化・モデ

ル事業を実施
 水銀条約やPOPs条約等の国際的な規制やリサイクルへの

影響も考慮しながら、引き続き有害物質対策を推進

（リサイクルの質の向上） 
 シュレッダーダスト発生量をはじめとして、自動車全体

の３Ｒ推進・質の向上に関する目標・指標を幅広く検討
 解体・破砕業者が連携した「全部再資源化手法」の運用

改善等、リサイクルプロセス最適化を推進

新車販売 ：530万台 

（引取業のあり方） 
 引取業者は、ユーザーへの十分な情報発信を通じ、使用

済自動車の取引価値の向上、不法投棄の未然防止を推進

① 自動車における３Ｒの推進・質の向上

（不法投棄・不適正処理への対応の強化） 
 ヤードにおける不適正処理や不法投棄の事案の現況・発

生要因等に関する状況分析を進め、関係者の連携を促進
しつつ、ガイドライン等の整備により自治体対応を強化

 講習制度等を活用し、解体業者等の能力の向上を進め、
質の高いリサイクルを行う優良事業者の差異化を検討

（自動車リサイクル全体の社会的コストの低減） 
 メーカーによるリサイクル費用の内訳の公表

をルール化し、国によるリサイクル料金の継
続的な評価・モニタリングを実施

 メーカーのリサイクル料金収支の黒字につい
て、技術開発支援等を通じユーザーに還元

② より安定的かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

（次世代自動車に関する課題への対応） 
 リチウムイオン電池、炭素繊維強化プラス

チック等のリサイクル技術開発やリサイクル
状況の把握、セーフティネット整備を推進

③ 自動車リサイクルの変化への対応と国際展開

（自動車リサイクル制度の強靱性の向上） 
 大規模災害時におけるセーフティネット機能の構築や、

再資源化施設の事故時など非常時の対応に関する課題共
有を進め、実際に災害や事故が発生した際の体制を整備

(（公財）自動車リサイクル促進センター) 
組織の運営費用と 
して約50億円／年 

（自動車リサイクルの国際展開） 
 自動車リサイクルに関する学術・研究面での交流等を

通じた３Ｒ国際協力や、高い技能を持つ事業者の海外
進出支援や国際資源循環の取組を推進

経済的に可能な範囲（シュレッダーダスト等以外）で自主的にリサイクル 
ユーザーの費用負担（約350億円/年）で 
義務的にシュレッダーダスト等をリサイクル 

シュレッダー
ダスト 

 発生したシュレッダーダストの再資源化は進んだが発生量は横ばい。シュレッダーダストの発生量を低減させるインセンティブが不十分であり、解体・破砕段階における
リユースの拡大・リサイクルの質の向上が必要

 電気自動車等の次世代自動車の増加や新素材への対応や、国際的動向も背景に資源効率性の高い自動車（環境配慮設計・再生材の活用）の開発・普及の加速化が必要

 新たな不法投棄の発生を抑制し、大規模災害・事故時等の非常時にも円滑な対応が可能となる制度の強靱性の強化が必要

 ユーザーに対するリサイクル料金の透明性・受容性の向上、自動車リサイクル制度に係る社会的コストの低減が必要
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Ｈ26年度実績 

平均使用年数 14.6年 
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